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岩見沢市岩見沢市
札幌市

新千歳空港

1.位置、概況1.位置、概況

主要交通アクセス

JR函館本線、室蘭本線

国道１２号（札幌～旭川）

国道２３４号（岩見沢～苫小牧）

道央自動車道（岩見沢IC）

人口

９３，５６６人（2006/05/01現在）

面積

４８１．１０k㎡

（平成18年3月 ３市町村合併）



2.岩見沢市におけるICT施策2.岩見沢市におけるICT施策

目標は、ICTの高度利活用による

○住民生活の質的向上
ICT利用による住民サービスの高度化
・高度ICT社会環境の構築（地域全体のﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ化）
・ﾕﾋﾞｷﾀｽ社会の実現（「いつでも」「どこでも」「誰でも」「何でも」）
・教育・医療・福祉・行政など広範な分野へのICT利活用の促進

○地域経済の活性化
ICTビジネス産業の創造による地域経済構造改革
・高度ICT環境を活かした新たなﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの創出
・地域内経済ｻｲｸﾙでの循環に必要なﾘｿｰｽ（「人材」・「企業」）の内製化支援
・集積する企業等への優れたﾋﾞｼﾞﾈｽ環境の提供

住民生活の質的向上住民生活の質的向上住民生活の質的向上 地域経済の活性化地域経済の活性化地域経済の活性化



平成 ５年度 広域11市町村による地域情報化促進協議会の設立
平成 ７年度 コミュニティFM放送開局
平成 ８年度 自治体ネットワーク施設整備事業補助決定、整備着手（旧郵政省）

ハイビジョン・シティ構想モデル都市の指定（旧郵政省）
平成 ９年度 「自治体ネットワークセンター」開設

マルチメディア・パイロットタウン構想の指定（通信放送機構）
自営光ファイバ網（幹線系）の独自整備を開始

平成１０年度 広域テレワークモデル事業を受託（旧郵政省）
GIS地図情報システムの独自開発整備を開始
「サテライトオフィス」（中心街空洞化対策型）開設
「テレワークセンター」（自然共生型）整備着手（旧郵政省）

平成１１年度 「テレワークセンター」開設
自営光ファイバ網幹線系整備完了（支線整備は継続）
学校インターネット事業開始（旧文部省・旧郵政省）
都市コミュニティ研究成果展開事業開始（通信放送機構）
道央情報ハイウェイ構想促進協議会設立
郵政大臣表彰（情報通信月間）

平成１２年度 福祉支援情報通信システム開発・展開事業開始（通信放送機構）
有線／無線アクセス併用型ネットワークシステムの研究開発を開始(2.4GHz帯)
JGN（研究開発用ギガビットネットワーク）のアクセスポイントに決定

平成１３年度 JGNアクセスポイント（IPv6環境）の整備完了、研究開発事業着手
GIS地図情報システムSAG表彰（San Diego）
先進的情報通信システム整備・施設事業補助決定、整備実施（総務省、経済産業省）
教育情報通信ネットワーク整備事業補助決定、整備実施（文部科学省）

平成１４年度 e-bookシステム(先進的情報通信システム「HVQ技術」活用型）運用開始
テレラジオロジー環境構築、運用開始（北海道大学病院）
テレカウンセリングに関する環境構築、運用評価（筑波大学）
新事業支援施設整備事業補助決定、事業着手（経済産業省）

平成１５年度 ITビジネス特区認定、事業着手（内閣府：構造改革特別区域法）
都市再生モデル調査認定、調査実施（内閣官房、国土交通省）
「新産業支援センター」開設

平成１６年度 JGNⅡアクセスポイント接続完了、研究開発開始
ITビジネスモデル地区構想指定、事業着手（総務省）
健康継続行動遠隔支援システム開発着手（筑波大学共同研究、文部科学省）

平成１７年度 特区計画における特例措置(405、406)の全国展開
JGNⅡ活用型研究開発連携（愛媛大学、松山市）開始

平成１８年度 5GHz帯無線アクセスによるネットワークサービス開始

3.これまでの取り組み3.これまでの取り組み

e-Japan戦略

e-Japan2002



岩見沢市自治体ネットワークセンター（地域IT拠点施設）

衛星通信送受信機能や自営光ファイバ網センター機能、ＪＧＮⅡアクセス機能などの高度情報受
発信機能を備えるとともに、先進的デジタルコンテンツ・システム（ＨＶＱ活用型）をはじめとし
たデジタルコンテンツ制作・蓄積・配信機能、各種人材育成機能等を備えた地域ＩＴ拠点施設とし
て運用中。

整備年次 平成８年度～平成９年度
事業費額 約１８億円（国庫補助「現総務省」：1/3、道費補助：1/6）
供用開始 平成９年１０月
主要機能 運用アプリケーション

電子図書館システム（電子メディア出版物等の提供）
行政情報住民サービスシステム、施設情報システム
双方向遠隔学習システム、汎用型地図情報システム
デジタルコンテンツ・システム（ＨＶＱ活用型）
遠隔画像診断システム（市立総合病院～北大側）

4.ICT基盤（地域IT拠点施設）4.ICT基盤（地域IT拠点施設）



ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ

中央小

健康ｾﾝﾀｰ

市立病院

上幌向中

第２小豊中 幌向小

幌向ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ

光陵中

緑陵高

美園小

清園中

志文小

ﾃﾚﾜｰｸｾﾝﾀｰ ﾒｰﾌﾟﾙ小

朝日ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ

消防本部 岩見沢小
東小

東光中

明成中

日の出小

北真小
緑中第１小

南小

市役所

伝送速度、方式
1Gbps/Ethernet(一部155Mbps/ATM)

接続数
市内66施設

総延長
市内：約 96㎞
中継：約 49㎞
合計：約145㎞

無線LANﾎﾟｲﾝﾄ（2.4GHz）
10か所（児童館等向け）

伝送速度、方式
1Gbps/Ethernet(一部155Mbps/ATM)

接続数
市内66施設

総延長
市内：約 96㎞
中継：約 49㎞
合計：約145㎞

無線LANﾎﾟｲﾝﾄ（2.4GHz）
10か所（児童館等向け）

ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ

市民会館

総合体育館

高齢者福祉ｾﾝﾀｰ

市立図書館

道路管理事務所

婦人会館

岩見沢～札幌 延長 約４９ｋｍ
北海道大学

子育て支援ｾﾝﾀｰ

保健ｾﾝﾀｰ

● 光接続施設

無線LAN AP（2.4GHz)

（※岩見沢～札幌間は2.4Gbps)

ｲﾍﾞﾝﾄﾎｰﾙ

高等看護学校

稲穂児童館

利根別児童館

ｲﾍﾞﾝﾄ広場

5.ICT基盤（市内自営光ファイバ網）5.ICT基盤（市内自営光ファイバ網）

北村小 保育所 北村中 北村支所 農業技術 学校給食 消防 高齢者

JGNⅡAP

日の出児童館

室内公園

郷土科学館

美流渡支所

ﾒｰﾌﾟﾙﾛｯｼﾞ

美流渡小 美流渡中

栗沢支所

栗沢病院

教育ｾﾝﾀｰ

来夢21

栗沢小 栗沢中

消防

新産業支援ｾﾝﾀｰ上位ISP

上位ISP

自治体ﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ

野外音楽堂



非常に困る(59.6%)

困る(32.6%)

あまり困らない(5.1%)

困らない(1.0%)

どちらとも言えない(1.6%)

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他(1.0%)

電子決済・手続(8.0%)

商品購入・予約(12.1%)

仕事・業務上(23.3%)

趣味・娯楽(30.7%)

友人・家族との連絡(36.2%)

情報収集面(69.6%)

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄが利用できなくなったら困るか 困る理由

「ﾈｯﾄﾜｰｸの現状と課題に関する調査」（2004年 総務省情報通信政策局)
「非常に困る」・「困る」の回答が92.2%

6.ディバイド解消の必要性6.ディバイド解消の必要性

住民生活において、インターネット利用をはじめとしてICT環境は欠かせない生活環境。
ICT社会創造による豊かな都市コミュニティを実現するためには、地域全体がICT利活用の恩恵を

享受できる環境が不可欠。

住民生活において、インターネット利用をはじめとしてICT環境は欠かせない生活環境。
ICT社会創造による豊かな都市コミュニティを実現するためには、地域全体がICT利活用の恩恵を

享受できる環境が不可欠。

デジタル・ディバイドデジタル・ディバイド

●地域格差 ●利用者格差 ●受益格差



7.地域におけるディバイドの現状7.地域におけるディバイドの現状



FTTHｻｰﾋﾞｽ提供ｴﾘｱ

xDSLｻｰﾋﾞｽ提供ｴﾘｱ

条件不利地域

旧岩見沢市

8.地域におけるディバイドの現状8.地域におけるディバイドの現状

旧北村

旧栗沢町

FTTH及びxDSLによるカバー率
・世帯率

91.98%(38,057世帯／41,377世帯)
・エリア（面積）率

24.44%(117.56k㎡／481.10k㎡)
36.88%(117.56k㎡／318.80k㎡ 可住地)

FTTH及びxDSLによるカバー率
・世帯率

91.98%(38,057世帯／41,377世帯)
・エリア（面積）率

24.44%(117.56k㎡／481.10k㎡)
36.88%(117.56k㎡／318.80k㎡ 可住地)

●地域格差の解消が必要●地域格差の解消が必要



無線子局

STBA⑤

A⑤

ｾﾝﾀｰ施設

自治体ﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ、新産業支援ｾﾝﾀｰ

ｾﾝﾀｰ施設

自治体ﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ、新産業支援ｾﾝﾀｰ

 

ブロードバンド提供エリア（FTTH、xDSL）

ブロードバンド未提供エリア

5GHz5GHz帯ＦＷＡによるブロードバンドサービスを実現帯ＦＷＡによるブロードバンドサービスを実現

無線ＡＰ

自営光ﾌｧｲﾊﾞ網

必要芯線をIRUにより貸出

9.ディバイド解消に向けて（光ﾌｧｲﾊﾞ網／5GHz帯無線ｱｸｾｽ併用型ﾈｯﾄﾜｰｸ）9.ディバイド解消に向けて（光ﾌｧｲﾊﾞ網／5GHz帯無線ｱｸｾｽ併用型ﾈｯﾄﾜｰｸ）

無線ＡＰ



学校、公民館等

インターネット

自営光ﾌｧｲﾊﾞ網

自治体ﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ

■専用周波数帯であり、他からの妨害を受けずに安定した通信が可能

■ 「低廉なコスト」、「雪、雨などの影響なし」、「長距離通信」

■ マルチホップ機能により、山間部に点在する住宅等を効率的にカバー

■専用周波数帯であり、他からの妨害を受けずに安定した通信が可能

■ 「低廉なコスト」、「雪、雨などの影響なし」、「長距離通信」

■ マルチホップ機能により、山間部に点在する住宅等を効率的にカバー

10.「5GHz帯無線ｱｸｾｽｼｽﾃﾑ」の導入理由10.「5GHz帯無線ｱｸｾｽｼｽﾃﾑ」の導入理由



特区計画名称 岩見沢市ITビジネス特区

平成１５年５月～平成１７年９月 ※特例措置の全国開放により特区計画自体は終了

計画の目的 ＩＴ関連機能の集積による経済構造改革の推進、他地域への波及展開等を目的とし、地域

特性である優れたＩＴ環境を活かし、住民サービス高度化に向けた取り組みと民間活力を最

大限に引き出すＩＴビジネス環境構築を促進。

特例措置 ・空中線利得を増大した5GHz帯無線アクセスシステムの導入(405)
・電気通信業務以外での無線ｱｸｾｽｼｽﾃﾑ活用(406)

関連事業 ○自営光ﾌｧｲﾊﾞ網開放 ○地域通信事業者創設 ○オフィス施設提供 ○起業化支援

11.ITビジネス特区（構造改革特別区域計画）11.ITビジネス特区（構造改革特別区域計画）



黒数字：北真小加入者局（10局）
赤数字：大願加入者局（15局）

大願基地局
（無指向性アンテナ）

北真小基地局
（指向性アンテナ）

無線アクセス実験（H16.12～）

・モニタ協力エリア、世帯数

通信事業者ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ未計画地区の２５世帯

・無線ＡＰ局

小学校屋上、地区会館（２か所）

・検証内容

インターネット、メール利用

ＳＴＢ（Set Top Box）による動画視聴

VoIP利用

無線アクセス実験（H16.12～）

・モニタ協力エリア、世帯数

通信事業者ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ未計画地区の２５世帯

・無線ＡＰ局

小学校屋上、地区会館（２か所）

・検証内容

インターネット、メール利用

ＳＴＢ（Set Top Box）による動画視聴

VoIP利用

12.ディバイド解消に向けた取り組み(５GHz帯無線アクセス加入者実験)12.ディバイド解消に向けた取り組み(５GHz帯無線アクセス加入者実験)

モニタ宅内

加入者局装置
屋根・ベランダ等に設置

屋内ユニット

AC100V



0

5

10

15

20

25

30

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500

距離　[m]

ス
ル

ー
プ

ッ
ト

　
[M

b
p
s]

-90

-80

-70

-60

-50

-40

-30

スループット

RSSI実測値

RSSI計算値

R
S

S
I 
[d

B
m

]

実験時の回線品質測定結果

13.無線利用検証(回線品質測定）13.無線利用検証(回線品質測定）



4 Sight (VoD)

4 Caster (Live)
マルチキャスト配信

ユニキャスト配信

映像ﾗｲﾌﾞﾗﾘDB ﾎﾟｰﾀﾙWeb

STB

14.無線利用検証（イントラにて利用中の動画コンテンツ配信に関する検証）14.無線利用検証（イントラにて利用中の動画コンテンツ配信に関する検証）

効果

○教育教材（DVD等）の複数校での共有、同時利用

○整備コスト低減→ライブラリ拡充へ

自治体ネットワークセンター

（コンテンツ配信センター機能）

学研コンテンツ（約100タイトル)をはじめ、

自主制作教材等を蓄積配信

利用者や受益に関するディバイド解消



2.2Mbps8.82Mbps45.19Mbps4

2.2Mbps2.19Mpbs14.15Mbps1

平均帯域/配信数平均帯域最大バースト帯域配信数

15.無線利用検証（STB利用型動画コンテンツ伝送検証）15.無線利用検証（STB利用型動画コンテンツ伝送検証）

5GHz帯無線アクセスを用いた動画コンテンツ利活用に関する検証

試験環境：５GHｚ帯無線装置にSTB(Set Top Box)及びTVを接続し、４施設で同時アクセスし視聴（同一AP）

配信コンテンツ：MPEG4（VODユニキャスト検証）

帯域制御装置なし

アクセス時にバースト発生し、

他のモニタが一時的にフリーズ

帯域制御装置設置後

全てのモニタでエンコードレート
通りの伝送のもと快適に稼動



イントラにて運用中の各種サービスの在宅展開などについて検討

運用中にあるサービス例（一部機能検証中のものを含む）
教育分野
・衛星通信活用型双方向遠隔学習
・JGNⅡ及びエルネット利用による他地域との学校間交流
・学校施設における高速インターネット環境
・動画コンテンツ検索・視聴（教育教材の普通教室での利用、学校間共有）
・学童の安全サポート

医療/健康分野
・遠隔放射線画像診断サービス（市立総合病院～北海道大学病院間）
・病診連携サービス（市立総合病院～市内協力医院間にて検証中）
・遠隔カウンセリングシステム（高齢者健康運動行動支援・子育て支援）

行政分野
・行政情報関連システム（支所やサービスセンターでの各種証明書即時交付など）
・電子入札システム（JACICコアシステム＋独自認証システム）

16.今後の課題16.今後の課題

●合併後、さらに拡大した条件不利地域をカバーするネットワークの早期整備

●同ネットワークを活用した各種サービスの展開
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